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 概要 
 
ブロードバンドは、高速・大容量、常時接続・定額制を特徴とするインターネット接続環境である。
ブロードバンドはナローバンドにおける回線速度等での制約から利用者を解放し、安価かつ快適
にインターネットを介した情報の入手や伝達等を行うことを可能としており、その意義は世界的に
認識されている。 
ブロードバンドは、近年、日本を含めた先進諸国を中心に普及が進み、また音楽ダウンロード、
映像配信等、ブロードバンドを必要とするサービスの普及も進展しており、今後も更なるネットワー
クのブロードバンド化が必要になると考えられる。他方で、ブロードバンドの普及が遅れた国も多く、
先進国同士の間、先進国と開発途上国との間等、各国間で普及状況に差が生じている。 
社会経済等にとってのブロードバンドの意義にかんがみ、ブロードバンドの一層の普及を図る
ことは、各国にとって大きな政策課題の一つである。このため、各国政府が、ブロードバンドの普
及要因を把握し、有意に働く要因について有効な政策手段を講ずることが必要となる。 
このうち、普及要因の把握については、これまで多くの文献が著されてきたが、これらの文献は、
取り上げている項目に統一性を欠き、各国共通で重要な要因が何かを明らかにしていないものが
多いこと、各要因相互間の関係を十分に考慮していないものが多いこと、数年前に書かれた文献
も多く今日から振り返ると早急に過ぎる結論を出していると思われるものもあること等の問題がある。
ブロードバンドの普及が先進国を中心にある程度進んできた今日、各国が異なる環境にあること
等を考慮し、できるだけ各国共通に適用できる枠組みでブロードバンドの普及要因を明らかにす
ることが求められる。 
また、ブロードバンドの普及に有効に働く要因が把握できたとしても、それらに関する政策が普
及に効果的であることが必要である。しかし、いくつかの要因は政策によって簡単に操作できるも
のではない。また、実際の政策の効果についても検証が必要である。特に、事業者から利用者ま
でのアクセス回線部分に関する競争政策として各国で導入されているアンバンドル規制について
は、導入の是非を巡り多くの議論が行われた。日本ではアンバンドル規制の導入によるサービス
ベース競争によりブロードバンドの普及が進んだが、米国では対照的に緩和・撤廃の方向へと向
かった。これまでの文献は、日本等の各国での実績を十分に考慮してきたとは言い難く、これに
関する政策の有効性等を含めた検証が必要となっている。 
本研究は、先進国ではブロードバンドの普及がある程度進んできたものの、社会経済等におい
て大きな意義を持つブロードバンドの一層の普及を促すことが重要な政策課題となっている現状
にかんがみ、これまでの各国における実際のブロードバンドの普及実績に基づき、ブロードバンド
の普及要因は何か、ブロードバンドの普及に効果的な政策手段は何かを明らかにすることを目的
とする。 
本研究では、各国が異なった環境・条件に置かれていることにも留意し、ブロードバンドの普及
要因について、どのような点において各国が異なっているかを考慮した、より一般化された枠組み
を適用する。文献で取り上げられている要因を整理し、概ねいくつかの事項――需要に働く要因
 として、ブロードバンド・サービスの提供条件、所得水準、代替財としてのダイヤルアップ接続の提
供条件、補完財としてのコンテンツ／アプリケーション、利用者の能力等、そして供給に働く要因
として、ブロードバンド・サービスの提供条件、ネットワークの整備状況、市場競争、利用者の集中
度等――に分類する。そして、これらに影響を与えるものとして、政策・規制、その他背景となって
いる各種要因を含める。この枠組みに基づき、実際に各国でのブロードバンド普及に貢献してい
る要因について、条件の異なる国々の最新の実績を用いて検証する。そして、これら有効に働い
ている要因を、その国の初期条件によって予め決まるものか、それとも政策的に操作することが可
能なものか等に峻別し、個々の国において政策による普及が現状でどこまで可能かを明らかにす
る。特に市場での競争については、自ら設備を設置した事業者同士が競争する設備ベース競争
と、設備は共用しつつもサービスレベルで競争するサービスベース競争に分け、それぞれを促す
政策（アンバンドル規制等）の有効性とその条件等について明らかにする。それらを踏まえて、ブ
ロードバンド普及に向けた政策のあり方等について論ずる。 
 本論文の構成は次のとおりである。 
第１章は、研究の背景、目的、手順、構成、意義について説明する。 
第２章は、ブロードバンドの定義について触れた後、ブロードバンドは、その特徴である高速・
大容量性と定額料金制・常時接続性が各利用者や社会経済等に大きな便益をもたらすことから、
普及を進めることが重要であることを説明する。他方、現状では、アクセス回線設備の整備に費用
と時間を要すること等、普及に当たっての制約が存在することを述べる。 
第３章では、世界各国の間にブロードバンド普及で格差が生じていることを見た上で、普及を
政策的に促進する観点から、これらの相違をもたらすと考えられる要因を把握するため、先行文
献等を踏まえた分析の枠組みを提示する。そして、各政策の有効性について説明し、特にアンバ
ンドル規制によるサービスベース競争の是非を明らかにする必要があること等を述べる。 
第４章と第５章においては、ブロードバンド普及に関して条件の異なるいくつかの国を選び、そ
れらの国でのブロードバンド普及の経過と、枠組みに含まれる各要因との関係を追うことに通じて、
各要因のブロードバンド普及への貢献度を明らかにする。第４章は、日本のブロードバンドの普及
を取り扱う。日本ではブロードバンドの普及が DSL を中心に進み、FTTH の普及も進んでいるが、
これに貢献した要因として、固定電話網のみが全国的に整備されていたこと、市場での激しい競
争とそれに伴う価格下落等があったこと、その背景として政府のアンバンドル規制等の競争政策
があったこと、光ファイバーが官民のコミットメントの下で整備されてきたこと等を示す。 
第５章においては、分析の枠組みにある各要因についての状況が異なる国々として、韓国、米
国、フランス、英国及びタイの５か国を取り上げ、それぞれの国におけるブロードバンドの普及要
因について分析する。第４章の日本の分析結果とも併せると、ブロードバンドの提供条件、コンテ
ンツ／アプリケーション、所得水準、利用者の能力等、ネットワークの整備状況、ブロードバンド市
場での競争（設備ベース競争、サービスベース競争とも）といった要因が働いていること、更にこ
れら要因にはいくつかの背景的要因が影響を与えていることを示す。 
第６章と第７章は、国別データからブロードバンド普及に有意な要因とそれらを促進するために
 有効な政策について検証を行う。第６章は、国別マクロデータを使い、各要因が世界各国のブロ
ードバンド普及率を説明する変数として有意であるか否かを、同時方程式モデルを使った実証分
析によって検証する。この結果、需要側ではブロードバンドの価格、所得水準（世界全体のみ）、
ダイヤルアップ接続の価格（先進国のみ）、利用者の能力等（同）、供給側ではブロードバンド市
場での競争（モード間競争、モード内競争とも）、ネットワークの整備状況が、ブロードバンドの普
及に有意な要因として働いていることを明らかにする。 
第７章は、第６章においてモード間競争とモード内競争がともに有意との結果だったことを受け、
これらを促進するため、どのような場合にどのような政策手段を講ずるべきかについて、主に先進
国の国別データを用いて検証する。その結果、これまでの設備ベース競争はほとんどの場合、固
定電話とケーブルテレビという既存ネットワーク間の競争であり、その競争の程度はケーブルテレ
ビ普及率に依存していること、ケーブルテレビが十分に普及していない国ではアンバンドル規制
が有効に働いていること等の結果を得る。 
第８章は、第４章と第５章の個別国の分析と、第６章と第７章の国別データによる実証分析等に
よる検証の結果をまとめ、そこから得られる考察として、ブロードバンドの普及は、政策により操作
可能と考えられる競争のほか、政策では容易にコントロールできない初期条件（所得水準等）や偶
然的要素（破壊的競争事業者等）によってある程度左右されること、政策については、ネットワー
クが整備されているもののアクセス回線部分が既存事業者の独占である場合にはアンバンドル規
制が有効であること、新しいネットワーク設備の整備促進を図る制度整備や財政支援策が重要で
あること等を示す。更に、先進国とは異なった環境に置かれている開発途上国におけるブロード
バンド普及のための政策のあり方についても論じ、第５章で扱ったタイにおいて政府が取り組む
べき事項を提示する。 
第９章では、本研究の総括と限界を述べるとともに、今後の課題について触れる。 
本研究では、ブロードバンドの普及要因について、各国間で異なる条件も考慮に入れ、各国共
通に適用できる枠組みの中で出来る限りブロードバンドの普及を説明していこうとする試みであり、
これによって、ブロードバンドの普及要因に関して、より一般性の高い結論が得られる。例えば、
先進国と開発途上国との間の与えられた環境の相違を考慮に入れた本研究の成果は、開発途
上国にとって大きな意味がある。また、これまで十分考慮されていない日本におけるブロードバン
ド普及の経験等も盛り込まれており、ここから得られる知見が他国でのブロードバンド普及に一層
活かされることが期待される。更に、本研究は、競争政策、特にアンバンドル規制とそれによる競
争のあり方についても、各国の実績を踏まえた結論を導き出しており、これにより、各国において
ブロードバンド普及のために講ずるべき政策について、新たな知見を加えている。このように、本
研究は、ブロードバンド普及のための新たな知見を提供し、今後のブロードバンド普及に寄与す
ることが期待される。  
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